
1.　は　じ　め　に

　新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）のパン
デミックは，各ࠃで都市෧࠯やҠ動制ݶなどをもたらし
た。それに伴い，人々の生活や労働の在り方など，文ࣈ
通り全てがこれまでとはҧう様૬をఄするようになり，
本稿ࣥ筆時点（2020年10月）でも先行きෆಁ明な状گと
なっている。教育についても，COVID-19の֦大とその対
によって様々なࠞཚを生み出している。日本では感染ࡦ
֦大防止の一環として，2020年 2 月末に安ഒ৾ࡾ内閣総
理大臣（当時）の主導で休校要੥がなされた。他のࠃ々
でも૬次いで休校措置がҝされ，全ੈքの多くの子ども
たちが学校に通うことが困難となった。Ϣネスコなどに
よる 7月時点での発表では，全ੈքの役半数のࠃ地域が
全面休校を続け，約10ԯ 7 ઍສ人の子どもたちが学校に
行けない状گにある1）。今年度の学校での教育活動は全
てఀ止し，全ての児童生ెを留年させるܾ定を下したࠃ
もある2）。
　このような状گ下で，いかに教育のػ会を୲保してい
くのかという観点から，オンライン教育がにわかに注目
をूめた。その整備状گ೗何に関する比較や日本におけ
るオンライン教育へのҠ行の஗れがࢸる所で指摘される
ようになっている。そしてそれは，今般のコロナՒを
きっかけに「公教育の構଄స׵」をしていくべきだとい
う議࿦も生み出している3）。
　COVID-19にかかる教育のࠞཚをটいた一側面に，「教

育は学校で行われるもの」という自明性がଘ在している
ことが挙げられよう。だからこそ，学校がఀ止した際に
問われたのは「学校で本དྷ行われるべき教育を自୐など
でいかに行うことができるか」という点だったと言える。
　以上のような状گ下，筆者らは COVID-19流行のஹし
が見え始めた 2月ࠒから，教育行政・制度を研究する人
間としてこの事態をどう捉えるか，何ができるかという
点について，ྫに࿙れずオンライン等を活用しながら定
期的に議࿦を進めてきた。様々な視点から話を進める中
で，まずは「教育を受ける権利」保োのための法制度に
ついて改めて整理し，検討することとなった。
　先述のように，コロナՒを一つのػܖとしてطଘ教育
制度の改革をૌえる੠は少なくない。しかし，現状の教
育保োのための法制度が，どのようになっているのか。
それがどのような状گを生み出し，今日にࢸっているの
か。そして，変えるべき（もしくはҡ持すべき）制度
的・法的基盤は何なのか。それらにয点を当てる議࿦は，
管見のところ現時点でܾして多くはない。それらをద切
に見すえてこそ，ʠポスト・コロナʡʠウィズ・コロナʡ
とݺばれる時代の教育保োの在り方を考えることができ
よう。
　ところで，「教育を受ける権利」保োのための法制度に
関する研究については，これまでに๲大な研究஝ੵがあ
る。日本においては，戦前のࠃ家主義・ࠃ܉主義的な൓
省から，いかにݑ法上に保োされたࠃຽの教育を受ける
権利を実現するかが٤緊の՝୊としてු上したが，同時
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にࠃ家がどのように公教育を整備し，かつ学校教育にお
ける教育内容へのࠃ家関与がいかにあるべきかが問われ
た。いわΏるࠃຽの教育権かࠃ家の教育権かという二項
対立的構図のもと，イデオロΪー的な対立をऒ起させた。
　これらの対立は，ࠃ家の提供する公教育，その主たる
਱行ػ関である学校は，୭のためにଘ在し，教育内容や
教育方法などを୭が規定し୲うのか，ということを問う
ものであった。つまり，学校というΞリーナを前提とし，
そこに対してࠃ家がいかに関与し得るか，またはࠃຽが
いかにして自ら教育をڗ受できるかが問われてきたとい
うことができよう。そのため，ࠃຽの教育権࿦は教ࢣの
教育権や親の教育権など子どもの教育を受ける権利を代
理的に保োするための理࿦へ広がっていったのである
（その分，ࠃຽの教育権࿦が差し示すものがᐆດ化した）。
いずれにしても，戦後日本における「教育を受ける権利」
保োのための法制度研究は，いわΏる「就学義຿」を前
提として多様な議࿦が展開されてきた側面を多分に有す
ると言える。
　ただし近年では，ෆొ校児童生ె数の高止まりや外ࠃ
੶児童生ెの増加に伴い，通常の学校教育に何らかの事
情でなじめない（学校教育から஄かれた）子どもたちの
「教育を受ける権利」保োをいかに進めるか，という観点
からのΞプローνが隆起している4）。2016年に成立した
「義຿教育のஈ֊におけるී通教育に૬当する教育のػ会
の確保等に関する法律」（教育ػ会確保法）は，その一つ
の結実とも言えよう5）。
　以上のように，多様な研究஝ੵを有する「教育を受け
る権利」保োのための法制度研究であるが，他ࠃとの比
較という視点からの研究Ξプローνは，意外にも多くは
ない。上述のように，戦前教育の൓省という日本ಠ自の
文脈から構ஙされてきた「教育を受ける権利」保োのた
めの議࿦がイデオロΪー対立を生み出し，他ࠃへのまな
͟しにつながりにくかったという面もあるだろう。他ࠃ
を見るにしても，それは他ࠃ研究者の思想・఩学的な側
面に関する引用が中心であったと言える。その意味で，
Ψラパΰス的に議࿦されてきたݏいがあると言えよう。
　COVID-19が生み出した教育ػ会の૕ࣦが全ੈք的な՝
୊となる中，オンライン教育の導入状گなどから「教育
を受ける権利」とབྷめた議࿦がされつつある。そのよう
な流れも受け，教育学研究領域でもւ外比較を行う研究
がにわかに੝り上がりつつある6）。つまり，「教育を受け
る権利」をいかに捉えるかということは，コロナՒにお
いてまさにグローόルな教育՝୊として全ੈքに共有さ
れるにࢸった。
　以上のような՝୊認識を前提に，本稿では日本・中
における（7ࠃϞンΰル・ロシΞ連๜の౦ΞジΞ諸・ࠃ
「教育を受ける権利」保োに関する制度比較，とりわけ法
制度の比較を行う。これらのࠃ々は筆者らそれぞれが研
究対象としてきたというഎ景はあるが，COVID-19への対

応について，パンデミック宣言前後から各々の特徴を示
しながら事態が進展してきた。さらには，「今回取り上げ
るࠃ々は」社会主義から資本主義へのҠ行など，ࠃ家体
制のาみもそれぞれ異なる。そのようなࠃ々における
「教育を受ける権利」の保োの在り様を比較することによ
り，今般のパンデミックにおける教育政ࡦのഎ景にある
ものを表出化させ，՝୊を提示することにつながると考
えられる。それらの՝୊は，ʠポスト・コロナʡʠウィ
ズ・コロナʡのੈքにおける教育権保োの在り方を考え
る上での基礎となり得ると考えられる。
　そこで，本稿では特に各ࠃの公教育制度を支える「理
೦」をまず見る。そして，その理೦は具体的にどのよう
な形で現実となっているのか，具体的には学校を主とし
た理೦の実現なのか，それ以外の場所も含めたものなの
かという，いわΏる「就学義຿」か「教育義຿」かとい
う観点からも整理し，比較検討を行うこととする。
　なお，本稿のࣥ筆分୲は「2．日本における『教育を受
ける権利』保োの法制度」が小早઒，「3．中ࠃにおける
『教育を受ける権利』保োの法制度」がு，「4．Ϟンΰル
における『教育を受ける権利』保োの法制度」が
LKHAGVA，「5．ロシΞ連๜における『教育を受ける権
利』保োの法制度」がࠇ໦となっている。また，「1．は
じめに」および「6．おわりに」は，全員の議࿦を経てま
とめたものである。

2.　日本における「教育を受ける権利」保障の法制度

（1）公教育制度の基本原理
　日本における公教育制度は，1872年の「学制」の発布
をػܖとしてはじまり，公教育を実施するための学校設
置や教育՝程・施設の整備，教員養成等のさま͟まな条
݅整備がなされていった。このように整備された近代日
本の教育制度の性֨が大きくస׵するのは，第二次ੈք
大戦後の教育改革以߱のことである。第二次ੈք大戦後
の教育改革では，戦前の大日本ఇݑࠃ法と教育௘語によ
る教育のあり方が見直され，日本ݑࠃ法を最高法規とし
て位置づけるとともに，教育基本法を教育における最高
法規とする法体ܥが整備された。
　日本ݑࠃ法は，ࠃຽ主権，基本的人権，平和主義を基
本原則とし，教育に関する直઀的な規定としては第26条
が挙げられる。第26条第 1項では，「すべてࠃຽは，法律
の定めるところにより，その能力に応じて，ͻとしく教
育を受ける権利を有する。」とされ，ࠃຽが「教育を受け
る権利」を有していることが示されている。「教育を受け
る権利」は，日本ݑࠃ法第11条「ࠃຽは，すべての基本
的人権のڗ有を๦げられない。このݑ法がࠃຽに保োす
る基本的人権は，৵すことのできないӬٱの権利として，
現在及びকདྷのࠃຽに与へられる。」，第13条「すべてࠃ
ຽは，ݸ人として尊重される。生໋，自由及び幸福追求
に対するࠃຽの権利については，公共の福祉に൓しない
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政の上で，最大の尊重を必要とすࠃり，立法その他のݶ
る。」，第25条「すべてࠃຽは，健康で文化的な最௿ݶ度
の生活をӦむ権利を有する。」と関連付けられるものであ
り，ࠃがࠃຽに対して公教育制度を整備し，保োしてい
かなければならないものとされている8）。つまり，日本
では基本的人権の一つとして「教育を受ける権利」が位
置づけられており，教育におけるࠜ本原理の一つとされ
ているといえよう。
　「教育を受ける権利」はࠃຽに対して平等に保োされて
いることが必要であるが，このような֓೦をあらわした
ものが「教育のػ会ۉ等」である。「教育のػ会ۉ等」
は，日本ݑࠃ法第14条「すべてࠃຽは，法の下に平等で
あつて，人種，信条，性別，社会的身分ຢは門地により，
政࣏的，経ࡁ的ຢは社会的関係において，差別されな
い。」を൓өして，教育にかかわっては日本ݑࠃ法第26条
第 1項において，「その能力に応じて，ͻとしく教育を受
ける権利を有する。」と規定されている。さらに，教育基
本法第 4条では，「すべてࠃຽは，ͻとしく，その能力に
応じた教育を受けるػ会を与えられなければならず，人
種，信条，性別，社会的身分，経ࡁ的地位ຢは門地に
よって，教育上差別されない。」と定められ，教育基本法
第 4条第 2項「ࠃ及び地方公共ஂ体は，ো害のある者が，
そのো害の状態に応じ，十分な教育を受けられるよう，
教育上必要な支ԉを講じなければならない。」，教育基本
法第 4条第 3項「ࠃ及び地方公共ஂ体は，能力があるに
もかかわらず，経ࡁ的理由によって修学が困難な者に対
して，঑学の措置を講じなければならない。」と規定され
ている。教育基本法第 4条では，ো害の有無や経ࡁ的理
由によって教育ػ会が๦げられることがないよう，ࠃや
地方公共ஂ体が教育支ԉを果たしていくという役割が規
定されている。これらの規定が൓өされているものとし
て，就学ԉॿ制度や高等学校就学支ԉ金制度，日本学生
支ԉػ構を中心とした各種঑学金，特別支ԉ教育にかか
わる諸施ࡦが挙げられる。
　また，「教育を受ける権利」を保োする規定として，日
本ݑࠃ法第26条第 2項において，「すべてࠃຽは，法律の
定めるところにより，その保ޢする子ঁにී通教育を受
けさせる義຿をෛ;。」とされている。第26条第 2項は，
教育を受けさせる義຿について定められており，教育を
受けさせる義຿とは，ࠃຽに対して子どもに教育を受け
させる義຿を՝しているものであり，子どもに教育を受
ける義຿があることや学校に通うことを義຿としている
ものではない。
　日本においては，ࠃຽは教育を受ける権利を有してい
ること，教育を受ける権利を保োするために保ޢ者に義
຿が՝せられていること，ࠃや社会が教育保োとその条
݅整備を行っていくことが基本原理とされているといえ
よう。

（2）日本における公教育制度
　公教育とは何を指すのか，そのൣғをめ͙っては，こ
れまでさま͟まな解釈や定義がなされてきた。日本にお
いては，広義には公的な性質を持ち，公的な管理や規制
を受ける教育，ڱ義にはࠃや地方公共ஂ体，学校法人に
よって組৫・管理される教育と捉えられる9）。その上で，
日本の教育法制にଈしてみた場合，学校教育法第 1条に
規定される一条校が公教育のయ型とされ，日本において
はࢲ立学校もその対象とされる10）。
　一条校は，第二次ੈք大戦後に整備された単線型学校
制度を構成しているものであり，1947年に制定された学
校教育法第 1条によって明示されている。学校教育法第
1条は，「この法律で，学校とは，幼稚園，小学校，中学
校，義຿教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支ԉ
学校，大学及び高等専門学校とする。」とされ，学校のൣ
ғを 9種類に規定している。これらの 9種類が一条校に
֘当するものであり，教育基本法第 6条「法律に定める
学校は，公の性質を有するものであって，ࠃ，地方公共
ஂ体及び法律に定める法人のみが，これを設置すること
ができる。」に規定される公の性質を持つ教育ػ関である
とされる。これら 9種類の学校については，学校教育法
第 2条以下において，学校ஈ֊ごとに教育目的・教育目
標や教育内容，就学年ྸが明記されており，就学前の幼
稚園から初等教育，中等教育，高等教育までの一連の流
れを示した「 6・ 3・ 3制」の学校体ܥが構成されてい
る。このような学校体ܥが整備される中で，「教育を受け
る権利」を具体的に実現する仕組みとして，日本では義
຿教育が制度化されている。
　義຿教育は，基礎的な教育をࠃຽがͻとしく受けるこ
とができるよう制度として整備されたものであり，日本
における公教育の基本原理である「教育を受ける権利」
「教育のػ会ۉ等」を保োするものである。具体的には，
2つの仕組みによって実施されている。
　第一に，日本ݑࠃ法第26条第 2項を受けて，教育基本
法第 5条第 1項「ࠃຽは，その保ޢする子に，別に法律
で定めるところにより，ී通教育を受けさせる義຿をෛ
う。」と定められている。教育基本法第 5条第 1項は，子
どもに教育を受けさせなければならないとする保ޢ者に
対する義຿を՝しているものである。さらに，学校教育
法第17条では「保ޢ者は，子の満࿡歳に達した日のཌ日
以後における最初の学年の初めから，満十二歳に達した
日のଐする学年の終わりまで，これを小学校，義຿教育
学校の前期՝程ຢは特別支ԉ学校の小学部に就学させる
義຿をෛう。ただし，子が，満十二歳に達した日のଐす
る学年の終わりまでに小学校の՝程，義຿教育学校の前
期՝程ຢは特別支ԉ学校の小学部の՝程を修了しないと
きは，満十ޒ歳に達した日のଐする学年の終わり（それ
までの間においてこれらの՝程を修了したときは，その
修了した日のଐする学年の終わり）までとする。」とされ
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ている。これらの規定から，日本では保ޢ者による「就
学義຿」がとられていることがわかるだろう。「就学義
຿」については，学校教育法第18条「前条第一項ຢは第
二項の規定によつて，保ޢ者が就学させなければならな
い子（以下それぞれ「学ྸ児童」ຢは「学ྸ生ె」とい
う。）で，病ऑ，発育ෆ׬全その他やむを得ない事由のた
め，就学困難と認められる者の保ޢ者に対しては，市ொ
ଜの教育ҕ員会は，文部科学大臣の定めるところにより，
同条第一項ຢは第二項の義຿を༛予ຢは免আすることが
できる。」とされており，事由に֘当した場合には免আや
༛予も認められている。
　第二に，学校教育法第38条「市ொଜは，その区域内に
ある学ྸ児童を就学させるに必要な小学校を設置しなけ
ればならない。ただし，教育上有ӹかつద切であると認
めるときは，義຿教育学校の設置をもつてこれに代える
ことができる。」学校教育法第80条「都ಓ府ݝは，その区
域内にある学ྸ児童及び学ྸ生ెのうち，視覚ো害者，
ௌ覚ো害者，知的ো害者，ࢶ体ෆ自由者ຢは病ऑ者で，
そのো害が第ࣣ十ޒ条の政令で定める程度のものを就学
させるに必要な特別支ԉ学校を設置しなければならな
い。」と規定され，子どもを就学させる学校を設置する義
຿が市ொଜ，都ಓ府ݝに՝されている。

（3）就学義務と就学空間の拡大
　日本においては，「教育を受ける権利」「教育のػ会ۉ
等」を基本原理とした教育制度が整備され，進められて
きた。戦後教育改革以߱の一連の流れは，「面の平等」を
重視した教育とධされる教育政ࡦである11）。
　प知の事実ではあるが，日本ݑࠃ法上の「教育を受け
る権利」を保োする規定は「ී通教育を施す」とされて
おり，広義上は学校教育法第 1条に規定される学校以外
の就学を含める可能性を有していると捉えられる。しか
し，現行法上での学校教育法における「教育を受ける権
利」は一条校によって行使される仕組みとなっている。
このような構଄の教育制度については，日本の「教育を
受ける権利」を保োする仕組みの一つである「就学義຿」
の位置づけをめ͙る՝୊もみられる。
　現在日本では，さま͟まな理由で学校に通うことがで
きないෆొ校の子どもが多くଘ在しており，ෆొ校の子
どもの教育ػ会を提供する場としてフリースクールのଘ
在が着目されている。しかしながら，フリースクールは
学校教育法第 1条に規定される学校のൣᙝには入ってい
ないことから，ෆొ校児の就学の在り方をめ͙っては，
就学のみならず学習面についても十分に保োをされてい
ないのではないかという議࿦がなされてきた。近年では，
ෆొ校児の教育՝程や就学義຿を஄力的に運用しようと
する取り組みも؃取されるが12），現行法上での運用・整
備については՝୊がまだまだ残るところである。ෆొ校
以外についても，特別支ԉ教育において，「ݸ別の支ԉ計

画」を活用したݸ々への支ԉが行われつつあるとされ
る13）。
　以上のような現状にؑみると，学校教育法第 1条に規
定される一条校を中心とした教育保ো，さらには一条校
を中心とした就学義຿といった画一的とも捉えられる現
行法制・整備のあり方を検討する必要性も指摘できよう。

3.　中国における「教育を受ける権利」保障の法制度

　社会主義ࠃ家の中ࠃでは，子どもの「教育を受ける権
利」がどう保োされたかを考察する際，中ࠃがࠃݐされ
てからの公教育制度の形成過程，すなわち，教育保োの
౔୆になる「中՚人ຽ共和ݑࠃ法」，「中՚人ຽ共和ࠃ義
຿教育法」，そして「中՚人ຽ共和ࠃ教育法」の制定及び
改正എ景を見るべきであるだろう。

（1）中国における公教育の理念
　中ࠃの公教育の理೦を理解するため，まずࠃݐ当時の
社会എ景を೺Ѳする。1949年中ࠃがࠃݐされた当初，ソ
ϏΤト連๜をϞデルとして社会主義ࠃのݐ設が始まった。
戦૪でഁյされた経ࡁを立て直し，社会主義計画経ࡁの
発展に必要な各分野の人ࡐを育成する教育制度を作成す
ることは新しい中ࠃの緊急の՝୊になった。その当時，
全ࠃ総人口は4.75Ա人でੈքの総人口のޒ分の一を઎め
ていたが，文໡は総人口の80％を઎めており，特に少数
ຽ族14）の文໡཰は約95％に達していたこと，および全ࠃ
学ྸ児童の小学校の入学཰は20％にも達していない状گ
であった15）。この状گに基づき，֊ڃ，身分，性別に関
わらず公ຽ全体的に知識と素質を向上するという目的の
公ຽ教育が実施されることになった。ࠃは社会主義経ࡁ
の発展に必要な教育組৫を経Ӧし，全ての公ຽはࠃが提
供する౷一的な教育を受けることになった。これが中ࠃ
の公教育の始まりである。
　1954年に中ࠃ初のݑ法である「中՚人ຽ共和ݑࠃ法」
（以下，ݑ法）が公布された。このݑ法の第94条は「中՚
人ຽ共和ࠃ公ຽは教育を受ける権利を有する」とし，公
ຽのこの権利をڗ受するために，教育を行う方法として
「各種の学校」を開設することを規定した。この条文から
は，中ࠃは公ຽの「教育を受ける権利」を法的に認める
上で，教育をする主体としてはࠃが開設した「各種の学
校」であることが原則であった。すなわち，中ࠃの公教
育の基本的な理೦は社会主義のݐ設を保োするためにࠃ
が公ຽに「受けさせる」教育の基本である。この理೦は
現在も継続している。
　1978年にݑ法は改正された。このݑ法では1954年のݑ
法に基づき公ຽの教育権を認めた上で，教育方針につい
ては「ࠃ家は教育事業の推進に力を入れ，全ࠃの人ຽの
文化と科学水準を高める」（第13条）条文が追加された
が，教育の目標については「教育は無ڃ֊࢈政࣏16）にไ
仕しなければならない」（第13条）と強調されている。現
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行ݑ法とも言える1982年に改正したݑ法では，教育に関
する注目しなければならないのが第19条，第23条，第46
条のࡾつの条文である。第19条では「ࠃ家は社会主義の
教育事業を推進し，全ࠃの人ຽの科学と文化水準を高め
る」と変更しながら，ࠃが開設した「各種の学校」で
「初等義຿教育をී及させ，中等教育，৬業教育及び高等
教育」を発展させることを規定している。すなわち，中
。の公教育とは学校だけで成立することが原則になったࠃ
この࿦調を強調するため，第23条では教育の目標につい
て，「ࠃ家は社会主義にไ仕する各種専門分野の人ࡐ」を
育成し，「知識分子のୂྻ」を֦大し，「条݅」を整備し
て，「社会主義現代化ݐ設における൴らの役割を十分に発
させる」と示された。さらに，「教育を受ける権利」にش
関しては，第46条において「中՚人ຽ共和ࠃ公ຽは，教
育を受ける権利，及び義຿を有する」こととされた。こ
こで؃過できないのは，中ࠃでは公ຽの「教育を受ける
権利」を保োする環境を整えることにਚ力しながら，公
ຽに教育を受ける「義຿」も求めていることである。
　その後，中ࠃは経ࡁ発展や政࣏事情に合わせて，1982
年のݑ法に基づき，1988年，1993年，1999年，2004年及
び2018年に઴次改正された。ここで注意しなければなら
ないことは，ෳ数回のݑ法の改正にあたって教育に関す
る条文が改正されたことは一度もなかったのだが，2018
年に改正された際に初めて「ࠃは，人権を尊重し，保ো
する」（第33条）条文を加え，公ຽの「人権」の文言がݑ
法に明記された。このように近年ようやく「人権」に関
するݑ法規定がҝされたものの，中ࠃでは公ຽの「教育
を受ける権利」は基本的「人権」として位置づけられる
よりもࠃの発展目標を達成するための「義຿」ではない
かと考えられる。

（2）中国における公教育の法制度
　前述したように，中ࠃの公教育はࠃにおける社会主義
のݐ設の発展目標と結びつつ行われている。つまり，公
教育の理೦は変わることがないのであるが，ࠃの経ࡁ方
針によって公教育の法制度が異なってくるということで
ある。その中の最も大きなస׵点は1978年の中ࠃの改革
開์政ࡦである。この改革開์政ࡦの基本原則は以前か
らの条݅を整えてから全体的に経ࡁを発展するより，先
に๛かになれる条݅を整えたところから๛かになり，そ
の影響で他が๛かになればよいという，社会主義計画経
に変更した方針である。このࡁから社会主義市場経ࡁ
「中ࠃの特৭をもった社会主義」の経ࡁ改革開์政ࡦに
よって，急଎な経ࡁ発展を਱げたことは事実であるが，
その一方で，中ࠃの公ຽ経ࡁのۉ等な発展は望んでいな
かったことから，社会の経֨ࡁ差が֦大してしまった。
さらに，経֨ࡁ差から社会全体の教育֨差も生じること
になった。
　1986年には「中՚人ຽ共和ࠃ義຿教育法」（以下，義຿

教育法）が制定された。この義຿教育法では「ࠃ家は۝
年間義຿教育を実施する」（第 2条）と規定した。教育目
標については「義຿教育はࠃ家の教育方針をపఈ的に実
行しなければならない」（第 3条）とし，「社会主義事業
を育成するための基礎である」（第ࡐ設の人ݐ 3条）と強
調した上で，「ࠃ家，社会，学校と家庭は法律に基づく入
学దྸ児童と少年が義຿教育を受ける権利を保োする」
（第 4条），「ࠃ家は義຿教育ஈ֊の児童生ెに対して授業
料を徴ऩしない」（第10条）と明確に定めた。以上の条文
により，中ࠃで初めてࠃが子どもの「教育を受ける権利」
を保োすることを正ࣜに明記した。ただし，授業料を無
ঈすることを規定したものの，その他学校に通うための
各名目のඅ用がґ然としてଘ在していた。教育՝程につ
いては，「ࠃ຿Ӄの教育主管部門は社会主義ݐ設に応ず
る」，「義຿教育の教育制度，教育内容，՝程設置，教科
書の審査をする」（第 8条）ことを示した。このことは，
家౷一の基準を定め，౷一の教育内容に従い，౷一のࠃ
教科書を用いて学校教育を実施する公教育を法的に定め
たということである。
　その後，1995年には「中՚人ຽ共和ࠃ教育法」（以下，
教育法）が制定された。教育の方針については「社会主
義現代化ݐ設の基礎であり，ࠃ家は教育事業の優先的発
展を保োする」（第 4条），「教育は社会主義現代化ݐ設に
しなければならない」（第ݙߩ 5条）という中ࠃの特৭を
もった社会主義の公教育を宣言した。教育権について，
第 9条にはݑ法第46条に基づき「中՚人ຽ共和ࠃ公ຽは，
教育を受ける権利，及び義຿を有する」とし，「公ຽはຽ
族，種族，性別，৬業，࢈ࡒ状گ，फ教信ڼ等の差別な
く法により等しく教育を受けるػ会を有する」と記され
ている。この条文で初めてすべての公ຽは「平等」の
「教育ػ会」を有することが正ࣜに規定された。この後の
2009年に教育法の一部の条文が改正されたが，以上の条
文に関する内容の修正は行われなかった。
　1978年から2000年までの約20年間で改革開์政ࡦが実
施されたことをきっかけにして，中ࠃの経ࡁは急଎な成
௕を਱げることができた。しかし，その一方で，ࠃ内の
経֨ࡁ差問୊が生じ，この経ࡁの֨差は教育の֨差を生
みだすことになった。ࠃ内では都市部と೶ଜ部との教育
֨差が֦大し，子どもの教育を受ける権利の「教育平等」
がஶしくڴかされていた。このような状گに直面した中
家はࠃ政府は，2006年に義຿教育法を修正した。まずࠃ
「義຿教育を実施し，授業料とࡶඅを徴ऩしない」（第 2
条）を示した。学校に通うために発生するඅ用がようや
く免আされ，義຿教育の無ঈ化が実現された。次に第 4
条では，1986年の「児童と少年」から「性別，ຽ族，種
族，家庭࢈ࡒ状گ，फ教信ڼ等の差別なく，中՚人ຽ共
和ࠃࠃ੶を持つ学ྸ児童と少年」は「法により等しく教
育を受ける権利を有し，及び義຿教育を受ける義຿をෛ
う」ことに変更された。ここで追加された「義຿」につ
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いては，子どもたちは「教育を受ける権利」をࠃから与
えられると同時に，ࠃが提供する「教育を受ける義຿」
も発生することが強調された。さらに，教育֨差をੋ正
するため，೶ଜ部の義຿教育の発展については，「ࠃ຿Ӄ
からݝレベルの地方政府までの各ڃ人ຽ政府は教育資ݯ
を合理的に配置し，義຿教育をߧۉ的に発展させる」（第
6条）ことが追加された上で，「ࠃ家は೶ଜ地区，ຽ族地
区の義຿教育の実施を保োする」（第 6 条）が明記され
た。この義຿教育法の修正によって，೶ଜ部の義຿教育
の実施を支ԉすることを明記し，都市部と೶ଜ部の教育
֨差をॖ小することは，この時期の「教育を受ける権利」
を保োするための大きな方向性になった。その後，2015
年および2018年には義຿教育法の一部の条文が改正され
たが，以上の内容は改正されることはなかった。
　2000年代になると中ࠃの経ࡁはඈ༂的な発展を਱げ，
2010年にはついにੈք第 2位の経ࡁ大ࠃとなり， 1人当
たりの GDPも2019年には 1 ສドルを௒えるまでにڻ異
的に伸びた。経ࡁが目覚ましく発展している中で，2011
年に中ࠃ全౔の都市部や೶ଜ部に関わらず 9年間の義຿
教育を׬全にී及させることが実現できるようになった。
しかしその一方で，ࠃ内では従དྷの都市部と೶ଜ部，都
市部と都市部間の教育֨差がґ然としてଘ在していると
ともに，経ࡁの急଎の発展によって，都市部内部と೶ଜ
部内部にも教育֨差が生じた。この状گの中，以前教育
法に規定された平等の教育ػ会を有することを保োする
ために，加えࠃ内の教育֨差のੋ正に向けて2015年に
「教育法」の一部の条文が改正された。この改正の中で一
番重要ではないかと考えられるのは，第11条である。そ
の条文には「ࠃ家は社会主義市場経ࡁ発展と社会進า」
に応じて，「教育改革を推進」と「教育現代化水準を向
上」することを強調した上で，「ࠃ家は教育公平を促進す
る措置を取り，教育のߧۉのとれた発展を促進する」こ
とを宣言した。この条文に基づき，中ࠃは平等な公教育
を提供するために，大きな教育改革，特に教育通信ネッ
トワーク化改革を行った。結果として2019年य़学期に全
，の97.7％の小中学校で通信ネットワークが整備されࠃ
教育の発展がෆߧۉである೶ଜの小中学校でもԕִ教育
を受けることができるようになった17）。この 1 年後，
COVID-19がੈք中に֦がったが，中ࠃでは全ࠃのほぼ全
ての小中学校で通信ネットワークが整備されていたので，
子どもたちはオンライン授業にਝ଎に対応することがで
きた18）。
　COVID-19の֦大によって起きている教育を受ける権利
の危ػに中ࠃがਝ଎に対応できているのは，このように
経ࡁの発展に伴って発生する様々な教育֨差をੋ正し，
全ての子どもに公平な教育を提供するために様々な法律
をੵみ重ね，常に教育֨差に向き合ってきたからこそで
ある。公ຽの「教育を受ける権利」を法的に認める中ࠃ
は，「教育を受けさせる」条݅の整備をੵۃ的に行う一方

で，教育を受けることをࠃ家に対する公ຽの「義຿」と
している。さらに子どもたちはࠃ家が開設した学校で教
育を受ける権利と義຿を果たさなければならないと考え
られる。

4.　モンゴルにおける「教育を受ける権利」保障の法制度

（1）公教育制度の基本原理
各地の෹教ࠃ初期までのϞンΰルの教育は，全ل20ੈ　
ལ養成を目的とした学校，家庭に׭Ӄでの教育，清ேࣉ
おける手習いによるものであった。1911年のਏҫ革໋を
に成立したϘグドハーン政権は教育のී及に注力してػ
いたが，1917年のࠃ内における政࣏ࠞཚ，さらには1919
年の中ࠃによる܉事৵߈等によって，学校はด࠯，地方
からूまっていた教員，生ెはؼされる結果となった。
このような状گから，Ϟンΰルの公教育制度の成立は，
ੈքのை流から஗れるが，こういった஗れはࣉӃやૐཿ
による人ຽ子ఋの׭立学校への入学ڋ൱や，自څ自଍を
主とする伝౷的な遊຀生活，人ࡐ・資金ෆ଍などの要Ҽ
もଘ在したためであった19）。当時の社会的ࠞཚは1921年
の革໋運動となり，1921年には׬全ಠ立を宣言し，人ຽ
政権をथ立した。非資本主義へのಓに沿ったϞンΰル人
ຽ共和ࠃは，ࠃຽ教育の౷一的制度の確立することがࠃ
家発展の重要事項と位置付けられ，あらΏる分野での人
。育成が急຿となったࡐ
　1921年以߱，Ϟンΰル人ຽ革໋ౘと人ຽ政府は，全ࠃ
的な就学と諸権利の平等な保ো，教育計画や教育՝程の
全ࠃ的な整備を通して，ࠃ家的な指導と管理の原則を確
立していった。1925年には，چソ連においてࠃຽ教育制
度が確立し，1928年には全ࠃ共通の教育計画が作成・実
施によって新しい教育՝程が࠾択された。このようなچ
ソ連の教育政ࡦの実施状گを౿まえ，1940年までには
「 4・ 3・ 3制」の学校体ܥを整備し，10年間のී通学校
も組৫された。1940年からは「すべての人に基礎教育を
受けさせること」を目指し，1957年の「すべての人に 7
年間の教育をうけさせる目標」へと受け継がれた。この
後，چソ連の教育改革と連動して1958年，1963年，1971
年の順次に学制が改正され，1982年12月には新たな教育
法が制定されるにࢸった。
　上記のように，社会主義ࠃ家ݐ設と同時に教育制度も
整備され，社会主義時代にはࠃຽの大半が義຿教育を受
ける制度が整備された20）。
　しかし，1980年代後半にはچソ連でΰルόνϣフによ
るϖレストロイカが起こり，Ϟンΰル人ຽ共和ࠃもその
影響を受け，1992年には社会主義を׬全に์غ，Ϟンΰ
ルݑࠃ法を発布し現在のϞンΰルࠃへと改められた。一
連の改革に先立ち，ຽ主的な原理を取り入れた新「教育
法」が1991年 8 月 1 日から施行されていた。
　1991年に発布された新「教育法」は，「自由」と「ࠃຽ
の教育を受ける権利」を基調としたຽ主主義や公開参加
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といった原理による教育を目指し，ࢲ立教育ػ関・फ教
学校・非正規教育ػ関の設立許可，฼語で教育を受ける
権利の保ো，ࠃຽの教育活動への参加，教ࢣや学習者の
権利が明示された。

（2）モンゴル国法「教育について」21）における規定
　Ϟンΰルにおける教育法は，ຽ主化後の1991年，1995
年，2002年に改正されてきた。以下では，Ϟンΰルݑࠃ
法，2002年教育法における「ࠃຽの教育を受ける権利や
義຿について」を中心に確認する。
　Ϟンΰルݑࠃ法第16条 7 では，ࠃຽは「教育を受ける
権利がある。ࠃ家は義຿教育を無ঈで提供する」と定め
ている。次に，2002年教育法に規定される「教育を受け
る権利」保োの具体的な内容について確認する。

第 6条　6.1.　Ϟンΰルࠃຽは各教育ஈ֊において，法
律の規則，ܾ定に従い，無ঈまたは有ঈ
で教育を受ける，働きながら学習する権
利を有する。

ຽී通ࠃ家がࠃ，法に定めている通りݑ　.6.2
教育を無ঈで提供する。

6.3.　Ϟンΰルࠃຽは義຿教育を受けなければ
ならない。

46.1.1.　当֘規則に従い，子どもに，どのよう
な方法で教育を受けさせるかを選択する
権利。

46.1.2.　教育活動を行うػ関，教員の活動に対
して意見具ਃする権利。

46.1.3.　子どもの知識，学力，能力，身体力，
ਫ਼ਆについて学校や教員が出した性֨ඳ
ࣸを知る権利。

46.2.　෕฼，保ޢ者は以下の੹຿をෛう。
46.2.1.　子どもの幼少時から࠽能，能力を発達

させ，教育を受けるػ会を与え，教員と
協働し，進学૬ஊ，専門を選択する上で
の૬ஊを行い，支ԉする੹຿。

46.2.2.　学習や教育活動を通常に運用するため
に，学校や教員から出された必要な要求
に応じる੹຿。

46.2.3.　子どもに16࠽まで義຿教育を受けさ
せ，子どもの学習する権利を્害しない
੹຿。

46.2.4.　家庭環境において，自身の子どもを育
てる方法を習得する੹຿。

46.2.5.　子どもが教育を受ける際に通常支ԉ，
協力し，঑ྭする੹຿。（2016.4.14新
設）

46.2.6.　子どもの学習，育成，࠽能を上達させ
る学習活動その他の活動の過程，結果を

知る。（2016年 4 月14日新設）
46.3.　子どもの学習，能力を向上させることに

関して教育ػ関とܖ約を結び，協同する
ことができる。（2016年 4 月14日新設）

　2002年教育法では，「子どもが教育を受けなければなら
ない」とされており，保ޢ者は子どもに教育を受けるػ
会を提供しなければならないと定めている。さらに，子
どもの発達ஈ֊のあらΏる場面で支ԉを行うこと，学校
を選択することが保ޢ者には義຿として՝されている。
また，保ޢ者から教員へ意見具ਃはできるが，子どもの
学習向上に向けては教員に協力をしなければならないこ
とも義຿とされている。また教育制度や方法などについ
て本法の第 7条や第 8条に以下のように定めている。

第 7条　教育制度
7.1　Ϟンΰルࠃで教育制度は正規教育と非正規

教育22）から構成され，就学前教育，初等
中等教育，専門教育，高等教育からなる。
（2009年 2 月13日改正）

7.2　正規教育内容とスタンダードを法律に従
い，ܾ定する。非正規教育の内容は自由
である。

第 8条　教育習得する方法，形
ຽは，教育を正規教育҃いは非正規教育ࠃ　8.1

関で受けることができる。（2016年ػ 4 月
14日改正）

8.2　一定期間の教育を追いつく，҃いは自主学
習する目的で初等中等教育を非正規の学
習プログラムを通じて受けることができ
る。この学習プログラムに関する内容，
学習活動を行う規則は教育活動୲当の政
府ػ関がܾ定する。（2006年12月 8 日新
設）

　2002年教育法で定められている学校以外の教育ػ関で
実施する「非正規学習プログラム」については，2018年
4 月 3 日に教育文化科学スポーπ大臣より出された
「A/168規定付࿥1.1」において，ৄ細に規定されている。
「A/168規定付࿥1.1」において非正規教育は，「初等・中
等教育૬当プログラム学習に関する規則」23）として規定
されている。「初等・中等教育૬当プログラム学習」と
は，「ࠃຽに一定期間の教育を受けさせるため，自主学習
で教育を受けさせることを目的とした初等・中等教育ス
タンダードに૬当する学習プログラムを初等・中等教育
学習૬当プログラム」という。以下は，「A/168規定付࿥」
に規定されている「初等・中等教育学習૬当プログラム」
の内容である。
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˓教育文化科学スポーπ大臣2018年 4 月 3 日の A/168規
定付࿥
1.3　初等・中等教育学習૬当プログラムは内容，方法，

形態，期間は学習者の教育ػ会，学習者自身の発
達状گなどに合わせてॊೈに設定することができ
る。

1.4　学校に一切通っておらず，2年以上に学校に行って
いない学習者を初等・中等教育学習૬当プログラ
ムで学習させることができる。

2.1　生֔学習ࠃ家センター，ݝट都教育所のܾ定を基に
知事がܾ定を出し，法的੹೚者が初等・中等教育
学習૬当プログラムを実施する。

2.2　初等・中等教育学習૬当プログラムでは学校教育を
中心とした教育内容・教育活動を行う。ԕڑ離に
あるソム，όグにはҠ動ࣜ教ࢣ，多様な学習形態
（教ࣨ，ԕִ，家庭や家庭教ࢣ，一時的な一斉学習，
自主学習）で行う。

3.4　学習者は自主学習で学んだ知識，能力を認定するた
めには，ݝ，区の生֔学習センター，部ॺを通し
て教育所に提出し，認定を受ける。

4.2　初等・中等教育学習૬当プログラムの学習期間は初
等，中等教育で設定されている教育՝程70％以上
は計画しなければならない。

4.3　初等・中等教育学習૬当プログラムは，学習者の学
習状گ，学習ػ会に合わせ教ࣨ，ԕִ，自主学習，
家庭や家庭教ࢣ，一時的な一斉学習，またはこれ
らを組み合わせた形ࣜで行い，学習期間は4.2に定
めた期間とする。

4.4　学習者が学校外での学習ܖ約をక結した場合，4.2
に規定された教育՝程の 3 分の 1 は通学での学習
を行いで学び，年 2 回以上14日間の通学による学
習を受けなければならない。

6.1　初等・中等教育学習プログラムの一人あたり経අ
は，政府規定に基づきࠃ家予ࢉから支出する。

6.2　初等・中等教育学習૬当プログラムでは，学අは徴
ऩしない。また初等・中等教育の教科書，学習に
関するその他の教ࡐを無ঈ提供とする。

6.3　本規則の4.3に定めている学習形態以外を地方で行
う場合の必要経අ（自家用ं，Ψソリン代，教ࢣ
出ுཱྀඅ，৆与，その他の経අ）は地方予ࢉから
支出する。

　「初等・中等教育学習૬当プログラム」では，学習者の
実態に応じた学習を選択することができ，規定の学習プ
ログラムを修了した後にଔ業証明書が発行される。
「A/168規定付࿥」に定められているように，Ϟンΰルで
は学校以外の非正規の教育プログラムがଘ在し，法的に
は学校以外で学習することが可能となっているが，同プ
ログラムの学習内容，受講ػ会や手続きの問୊も՝୊と

してଘ在する。

（3）小結
　Ϟンΰルでは，現代的な教育制度がつくられた社会主
義時代に全ࠃຽが平等で教育を受ける法的整備や物理的
な状گが整えられ，社会主義のための人ࡐ育成になって
いたと指摘できよう。
　1990年以߱のຽ主化後はࠃຽの自由が宣言され，ࠃの
ためではなくݸ人の権利を尊重した公教育制度が整備さ
れた。また，ز度の教育法改正によって，ݸ人の教育を
受ける権利を尊重するとともに，ࠃや保ޢ者，教員，地
方行政に対する教育保োの義຿が明示されている。
　また，学校以外の場所で教育を受けるػ会がଘ在して
いる。「義຿教育まで無ঈで教育を提供するという」（教
育法第 1条6.2）のように，学校以外で非正規の教育プロ
グラムで教育を受けた場合においても，無ঈで教育を受
けることができるようになっている。これは，遊຀を主
とする遊຀ຽの生活実態や特徴を౿まえたϞンΰルなら
ではの制度といえよう。

5.　ロシア連邦における「教育を受ける権利」保障の法
制度

　ロシΞ連๜における教育保োに関して考える際，キー
ワ ー ド と な る の は「教 育 へ の 権 利　право на 
образование」であろう。以下に確認するように，ロシ
Ξ連๜におけて法制度上保োされる教育にかかる権利は
「受ける」という受動的なもののみならず，言語や学習形
態などを含め「教育へのΞクセス」にかかる要求を学習
者自らができることが認められている。それらが「教育
への権利」として示されているのである。
　ロシΞ連๜においては，ソ連่յ後の1992年にロシΞ
連๜法「教育について」（چ連๜教育法）が制定された。
同法は「共࢈主義のੵۃ的ݐ設者の育成」から市場経ࡁ
体制に૬応する「ݸ人の自由な発達を優先」（چ連๜教育
法第 2条）する教育への理೦のస׵を示した。ただし，
市ຽに対する「教育への権利」は，前身のソ連時代にお
いても認められてきた。「市ຽの権利としての教育」の理
೦は，1936年ݑ法にੈքで最初に「教育への権利」（121
条）が明記されて以߱，ソ連時代を通じて一؏して継承
され，高等教育までの無ঈ教育が保োされてきた。それ
が今日のロシΞ連๜においても引き継がれているが，現
在は先述のように市場経ࡁ体制へのద応をࢤ向するࠃ家
体制の下で教育の有ঈ化をはじめとして新自由主義的な
教育政ࡦが進展している。しかしながら，「教育への権
利」保োにかかる法的保োについては，以下で確認する
ように現在においても手厚いものとなっている（それが
どのように現実のものとなっているかは検討の༨地があ
るが）。
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（1）ロシア連邦憲法における公教育の理念に関する規
定

　ロシΞ連๜ݑ法における教育条項は，第43条に定めら
れている。すなわち，同条 1項に「各人は，教育への権
利を有する」と宣言されている。その上で，就学前教育，
初等ී通教育及び中等৬業教育が各人に対し無ঈで提供
されることとなっており（同条 2項），初等ී通教育は義
຿とされた上で保ޢ者もしくはその代理人に対し子ども
が初等ී通教育を受けられるよう保োすることを求めて
いる（同条 4項）。就学前や৬業教育ஈ֊も含めた無ঈ性
のൣғのҧいはあるものの，ここまでは日本のݑ法にお
ける規定とさほど変わらないと思われよう。ただし，同
条 5項においてロシΞ連๜政府に対し「連๜ࠃ家教育ス
タンダードを定め，種々の形態の教育及び自主学習を支
ԉすること」を求めていることは大きなҧいであると言
える。これは「教育への権利」保োにかかるࠃ（連๜政
府）の役割と各人の教育形態の選択の権利をݑ法上明確
にしたものである。連๜ࠃ家教育スタンダードとは就学
前・初等ී通教育・基礎ී通教育・中等৬業教育と教育
ஈ֊ごとに定められ，ࠃとしての教育に関する「義຿的
要求」（連๜教育法第 3条 6項），すなわち各人に対して
ʠこの教育ஈ֊では，これだけの期間，ここまでは学習す
るようにʡと求めるものである。その上で，人びとが
「種々の形態の教育」や「自主学習」をしていくことの支
ԉがࠃに求められている。言༿を׵えれば，各人はࠃの
基準を౿まえた上で，初等ී通教育をどのようなػ関で，
どのような形で学習するかを選択できる，ということが
認められている。
　つまり，ロシΞ連๜における義຿教育は必ずしも学校
のみで実施されるわけではなく，多様な形態が認められ
得るのである。

（2）連邦教育法における規定
　以上のݑ法上の規定を౿まえ，連๜教育法においては
どのように「教育への権利」を保োしていくのか，とい
う点について，ࠃ・地方・学習者・教ࢣに求められる義
຿・権利・੹೚という側面から細かな規定がҝされてい
る。
　まず，政ࡦ上の原則的内容から確認していきたい。連
๜教育法第 3条では「ロシΞ連๜における教育政ࡦの原
則」が12項目にわたって規定されている。それらの֓要
は次の通りである。
・教育の優先性
・市ຽの教育への権利の保ো。教育における差別のې止
・教育のώϡーマニズム的性֨
・連๜内の教育ۭ間の౷一性。連๜内の各ຽ族の文化・
伝౷の保ޢ及び発展
・他ࠃの教育制度との平等性及びܙޓ性
・教育のੈଏ性

・学習者の教育を受ける形態の選択の自由。教ࢣの教授
形態，教育方法の選択の自由
々のध要に基づく教育制度の保োݸ・
・教育ػ関の自律性
・教育経Ӧのຽ主的性֨。教ࢣ，学習者，親が教育ػ関
の経Ӧへ参加する権利の保ো
・教育分野におけるڝ૪の制ݶをې止もしくは排আする
こと
・教育分野におけるࠃ家的規制とܖ約的規制の౷合
　教育政ࡦがࠃとして進める政ࡦ上の優先的な位置にあ
ることがまず確認され，その上で人種やຽ族などに差別
されることなく「教育を受ける権利」を保োすることが
その目的であると明記している。そして，「教育への権
利」を各人が具体的に行使できる形として「教育を受け
る形態の選択の自由」や「教育方法の選択の自由」を保
োしていくことが政ࡦ上求められている。また，各人が
多様な教育形態をڗ受できるよう，教ࢣの教授形態の自
由や教育ػ関の教育経Ӧへの参加を保োすることもซせ
て求められている。
　このような原則のもと，教育ػ関においてはࠃの基準
に従い教育՝程をࡦ定し，学習者に対する教育を「多様
な学習形態や方法」で提供することが義຿とされている
（連๜教育法第28条）。そして教育ػ関にۈめる教ࢣには，
教育活動にかかる自律性が認められており，ࠃの基準や
教育ػ関の定める基準のൣғ内での教育方法の選択等が
認められている（連๜教育法第48条）。教科書についても
検定教科書を用いることが法的に義຿付けられてはいる
ものの，各教育ػ関にࡋ量権があるため，日本と比して
もその選択権は広く認められていると言えよう。
　なお，ロシΞ連๜における教育制度はී通教育（就学
前教育，初等ී通教育，基礎ී通教育，中等ී通教育），
৬業教育（中等৬業教育，高等教育（学士՝程），高等教
育（専門・修士՝程），高等教育（高度人ࡐ育成）），ิ充
教育24）及び৬業܇࿅に区分されている。このうち初等ී
通教育・基礎ී通教育・中等ී通教育の11年間が義຿教
育ஈ֊に当たる。これらの教育制度は，学習者に対し生
֔にわたり教育への権利を行使する可能性を保োすると
されている。連๜中央・連๜構成主体（日本における都
ಓ府ݝに૬当）・自࣏体それぞれの権ݶのもとで教育ػ関
が設置され，教育活動が展開される。
　学習者は，以上の制度保証のもと，義຿教育ஈ֊も含
めて教育を受ける形態や学習形態を選択することができ
るとされている（連๜教育法第34条）。その上で，ࠃの定
めた連๜ࠃ家教育スタンダードで求められる水準や教育
関が定めるプログラムをద切に修得することが義຿とػ
して求められている。保ޢ者についても，զが子がద切
に「教育への権利」を行使することができるよう，ී通
教育を受けさせる義຿をෛっているものの，どのような
教育形態を選択するか，どのような言語で教育を受ける
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かについて選択できる権利を有している。これらの権利
行使は，必ずしも教育ػ関で行われることにݶ定されて
いるわけではない。

（3）小結
　ここまで確認したݑ法及び連๜教育法の規定内容から，
ロシΞ連๜における「教育への権利」保োが必ずしも
ʠ学校において教育を受けることʡ，すなわち就学を原則
としていないことが分かる。上述のように，学習者には
義຿として求められることも規定されてはいるものの，
ここでの義຿は教育を受ける形態に関わりなく一定の水
準に౸達することであると解釈される。具体的には，学
校，地域またはࠃ家にとって行われる基礎ී通教育の修
了試験に合֨することにݶられるとされる25）。
　ロシΞ連๜におけるこのような「教育への権利」保ো
の法制度は，ロシΞಠ自の文脈による部分が少なくない
と考えられる。すなわち，ロシΞ連๜はੈքで最もࠃ౔
面ੵの広いࠃ家であり，そこには大小のຽ族が฻らして
いる。遊຀を生活の生業にしている家庭の子どもだと，
最دりの学校はඈ行ػでなければ行けない，という事情
を๊えている場合もある。また，ロシΞ語以外のຽ族語
が当֘地域のࠃ家語となっている連๜構成主体もあり，
日常的にຽ族語を用いているέースも少なくない。その
ため，「学習者の教育を受ける形態の選択の自由」や「教
の教授形態，教育方法の選択の自由」を認めることがࢣ
とりわけ重要となる。先述のような遊຀しながら生活す
るຽ族の子どもに対し，Ҡ動教ࣨを配備し，その生活や
文化に合わせて「教育への権利」保োのための取り組み
をしている連๜構成主体もଘ在する。
　一方で，多様なຽ族が一ࠃの中にଘ在するがΏえに，
連๜としての「教育ۭ間の౷一性」をいかに୲保するか
も重要な՝୊となる。広大なࠃ౔において，「各ຽ族の文
化・伝౷の保ޢ及び発展」をいかに成し਱げていけるか
は，同ࠃにおけるӬԕの՝୊とも言うことができる。そ
してそのࠜఈには，連๜内に฻らす人々の多様なຽ族
性・文化性に配慮しながら「教育への権利」の保োをҝ
す，という理೦がある26）。

6.　おわりに― 4か国比較から見える「教育を受ける権
利」の法制度をめぐる課題と今後の展望―

　以上，日本・中ࠃ・Ϟンΰル・ロシΞの౦ΞジΞ 4カ
，の「教育を受ける権利」保োのための法制度についてࠃ
そのഎ景にある公教育の理೦や就学をめ͙る規定等につ
いて主として触れてきた。各ࠃの状گを改めて整理する
と，以下のように示すことができる。
　まず日本においては，日本ݑࠃ法第26条で「教育を受
ける権利」が基本的人権の一つとして保োされており，
「その能力に応じて」どのような人種であったり信条を
持っていたりしようとも「差別され」ることなく「ۉ等」

に保োされるものとされる（「教育のػ会ۉ等」）。そし
て，子どもがద切に「教育を受ける権利」を行使できる
ようにするために保ޢ者に対して「ී通教育を受けさせ
る義຿」（日本ݑࠃ法第26条）「就学させる義຿」（学校教
育法第17条）を՝している。同時に，各市ொଜに対して
「学ྸ児童を就学させる」学校を設置する義຿をෛわせて
いる。このように，ݑ法規定上においてࠃຽには「教育
を受ける権利」が認められているが，子どもについては
保ޢ者に対する「ී通教育を受けさせる義຿」のもとに
その権利が認められており，より具体的には一条校への
就学をもって保ޢ者の義຿が果たせられる仕組みが法的
に整えられている。「就学義຿」をもって「教育を受ける
権利」保োのための法制度をかなり強ݻにҡ持している
のが日本における公教育制度の大きな特徴と言える。
　一方，中ࠃにおいては社会主義計画経ࡁ発展のための
人ࡐ育成に資する教育制度の構ஙが常に問われてきた。
そしてࠃ家が提供する公教育は，基本的人権としての教
育を保োするというよりかは，ࠃの発展目標を達成する
ための「義຿」としての意味合いが৭ೱく表れている。
近年では地方間֨差をੋ正すべく೶ଜ部への教育予ࢉ配
分などに力を入れ，中ࠃࠃ内に฻らす全ての人ຽの「教
育を受ける権利」を保োするための制度的改革がなされ
つつあるが，大目的は一؏してࠃ家ݐ設に資する人ࡐを
育てることにあると言うことができ，それは学校という
場で保োすることが目指されて現在にࢸっている。すな
わち，理೦的には異なる部分があるものの，日本と同様
に「就学義຿」を前提とした公教育制度であると言える。
　中ࠃと同じくかつては社会主義ࠃ家であったϞンΰル
は，چソ連の影響を大きく受けながら公教育制度が変遷
してきた。しかしソ連่յに伴い，自由経ࡁ体制へのҠ
行，ຽ主化の推進がなされ，それに影響を受ける形で教
育改革も行われた。その改革は様々なࠞཚを生み出した
側面もあるが，「非正規教育」「非規制学習」を法的に保
োする仕組みが形成され，学校にݶらず「教育を受ける
権利」が保োされる場が認められてきた。
　ロシΞ連๜においても，Ϟンΰルと同じような「教育
を受ける権利」保োのための法制度が作られてきた。両
౔のもとで遊຀をӦむࠃともに共通するのは，広大なࠃ
人々のଘ在が挙げられよう。加えて，ロシΞの場合は多
ຽ族であるがΏえに，伝౷的に多様なຽ族に対する文化
的な配慮をしながら教育制度を形作ってきた。そのため，
必ずしも学校での教育を前提とせず，教育・学習に関し
て公的に定められた義຿的要求をクリΞすればよいとい
う「教育義຿」が人々（とりわけ保ޢ者）に՝せられ，
「教育を受ける権利」保োがࢤ向されている。
　以上のような状گ整理を౿まえ，౦ΞジΞ諸ࠃにおけ
る「教育を受ける権利」保োのための法制度の現状と՝
୊をどのように捉えることができるだろうか。
　第 1に，公教育は必ずしも「学校」を前提としない，
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という点である。学校教育が公教育制度の中心的役割を
୲っていることはいずれのࠃにおいても共通するところ
と言えるが，学校外のオルタナティϒなଘ在をどのよう
に公教育として含めていくかにはかなりのೱ୶があると
言える。つまり，ྺ史的・文化的なഎ景のҧいがあると
は言え，学校という場にݶって公教育がӦまれるわけで
はないのである。
　第 2に，何を目的として「教育を受ける権利」を保ো
するか，という点である。׵言すれば，公教育を受ける
主体である子どもの権利をいかに保証できるか，という
ことになろう。
　本稿では直઀的に触れてはいないものの，各ࠃにおけ
る「教育を受ける権利」保োのための法制度上の差異は，
CODIV-19の֦大に伴う教育政ࡦの਱行にもҧいを生み出
したと考えられる。中ࠃについては一部本࿦でも触れて
いたが，これまでの֨差ੋ正の取り組みがޭを૗す形で
比較的スムーズにオンライン教育を広く展開できたと؃
て取ることができる。Ϟンΰルにおいても，ࠃӦ์ૹを
用いてࠃ主導で教育保োをする動きが見られたという。
一方で日本の場合，就学義຿を前提とした公教育制度で
あるがΏえに，学校という場がୣわれることによって子
どもに対する平等な対応に᫴८した様子が見られた。つ
まり，学校における「教育を受ける権利」の保োは一定
程度ҝされてきたが，い͟学校での教育が行うことがで
きなくなった際，各家庭の経ࡁ状گや就学義຿を前提と
する制度的構଄によってࠃや地方公共ஂ体レベルで౷一
的にԕִ教育を実施することができず，学校外にଘ在す
る子どもたちに対する「教育を受ける権利」保োに困難
な状گが生じたと言えよう。
　いずれにࠃ々においても，ྺ史的にஙかれてきた「教
育を受ける権利」保োのための法制度は，ෆ可変のもの
ではない。むしろ，時代によってかなり変化してきてい
ると言える。ある意味，社会主義体制下の中ࠃが最もॊ
ೈにࠃຽに対する公教育提供を行ってきているとも考え
られる。ࠃ家ݐ設という第一義的使໋を有しているから
こそ，緊急時に公教育としてのオンライン授業の提供が
スムーズに導入されたと言えるかもしれない（もちろん，
経ࡁ的状گによるオンライン環境の有無を原Ҽとした教
育ػ会の֨差には目を向けていく必要はあるが）。
　コロナՒによって公教育の見直しが様々な面で成され，
それはこの先各ࠃにおいて「公教育の構଄స׵」を生み
出し得るかもしれない。本稿でも指し示したように，学
校という場にݶらない教育保োの在り方を検討すること
は，構଄స׵の一୺を୲うことにつながるだろう。
　一方で，学校のػ能は教科学習にかかる教育のみなら
ず，子どもの生活の場，໋をकる場であったことをコロ
ナՒは改めてුきூりにした。家庭に何らかの՝୊を๊
える子どもは，学校がఀ止することによって食事（څ食）
のػ会がୣわれた。社会全体でステイϗームが推঑され

る中で保ޢ者と一緒にいる時間が増え，DVにࡽされて
いた家庭の子どもはまさしく身体的危ػの度を増した。
これらの学校生活をಥ೗はくୣされた子どもたちをめ͙
る՝୊もまた，ੈք各ࠃ共通している点が多い。自୐に
いる時間の増加により，児童生ెの予期せ͵೛৷が各ࠃ
で増加しているとの報告もある27）。これらの点は，子ど
もの生໋をकることを前提とした学校（公教育）の在り
方をどのように再検討・再構ஙしていくかという問୊提
起であると言える。ෑᔤすれば，「教育を受ける権利」と
「健康に生きる権利」を両立しうる公教育制度を改めて
探っていくべきであり，それこそが「公教育の構଄స׵」
を図っていく上で問われるべき視点であると言えよう。
この点については本稿で扱ってきたൣᙝを௒えた話では
あるが，今後研究を進め別稿にて明らかにしたい。

要　　　　　約

　2020年初頭より全ੈքへ֦大したコロナՒをഎ景に，
「公教育の構଄స׵」がにわかにڣばれるようになった。
本稿では，これからの公教育の在り方を考えていくため
の一方్として，日本・中ࠃ・Ϟンΰル・ロシΞ連๜の
౦ΞジΞ諸ࠃにおいて「教育を受ける権利」保োに関す
る制度比較，とりわけ法制度の比較を行うものである。
　「教育を受ける権利」をめ͙る各ࠃの状گは，そのྺ史
的展開も含め異なる面があるものの，日本・中ࠃは学校
での教育保ো（就学義຿）を前提とした公教育制度であ
る。一方で，広大なࠃ౔を有するϞンΰル・ロシΞ連๜
においては，必ずしも学校での教育保োを前提とせず，
の要求する水準を満たすことを前提に多様な教育・学ࠃ
習形態が公教育として認められるようになっている（教
育義຿）。これらの比較から，公教育は必ずしも学校教育
を前提とする必要はなく，公教育の主体者たる子どもを
主体とした権利保োをいかに構ஙできるかが重要である
と言える。
　各ࠃの公教育理೦の差異は，今般のコロナՒにおける
オンライン教育の導入にも差を生み出すこととなったと
考えられる。そしてそれは，طଘの教育制度の見直しを
図る大きなػܖともなったが，一方でこれまで学校が果
たしてきた重要な役割（食事（څ食）の保ো，DVඃ害
からの保ޢなど）をුきூりにもした。今こそ「教育を
受ける権利」と「健康に生きる権利」を両立しうる公教
育制度を改めて探っていくべきであり，それこそが「公
教育の構଄స׵」を図っていく上で問われるべき視点で
あると言える。
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Summary

This paper aims considering about public education in the coming era, especially in the world of after pandemic 
COVID-19. For such occasions, we had compared situation of legal systems of "Right to Education" on the East Asia 
Countries (Japan, China, Mongolia, and Russian Federation).

As a result of this research, it became evident that two situations. Japan and China are premised on guaranteeing 
the "right to education" at schools (Obligations of School Attendance). On the other hand, Mongolia and Russian 
Federation are recognized various educational forms as public education, based on the premise of meeting the national 
standards (Obligations of Education). From these comparisons, public education does not necessarily have to be pre-
mised on school education, and it is important creating how to guarantee the Right based children.

These difference of each countries make the difference adopting Online Education. It is momentum reconsider the 
existing educational systems, and clearly show that crucial function served by the schools. Now is a good time to 
rethinking the public educational system for compatible with the "Rights to Education" and "human rights for health".


